
平成１１年３月期 決 算 短 信 平成１１年５月２６日

上 場 会 社 名 株式会社 青森銀行 上場取引所（所属部） 東証市場第一部
コ ー ド 番 号 ８ ３ ４ ２
本 店 所 在 地 青森県青森市橋本一丁目９番３０号
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役総合企画部長

氏 名 林 忠 男 ＴＥＬ ０１７７－７７－１１１１
決算取締役会開催日 平成１１年５月２６日 定時株主総会開催日 平成１１年６月２９日
連結決算の有無 有 中間配当制度の有無 有
特定取引勘定の設置の有無 無

１．平成１１年３月期の業績（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

(1) 経営成績 （注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経常収益 （対前期増減率） 経常利益 （対前期増減率） 当期純利益（対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
平成11年３月期 ６７，２２５（△ ２．３） １，３５７（△７８．６） １，２１３（△１６．１）
平成10年３月期 ６８，８３０（ ３．９） ６，３５０（△ ３．６） １，４４５（△７１．８）

１ 株 当 た り 潜 在 株 式 調 整 後 株 主 資 本 経常収支率 預 金 残 高
当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益 当期純利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ 百万円
平成11年３月期 ６ ４６ １．６ ９８．０ １，９０９，９４６
平成10年３月期 ７ ７０ １．９ ９０．８ １，８５５，５３５

（注） 11年３月期 187,621,615 株 経常費用
１．期中平均株式数 〇 経常収支率・・・ ×１００

10年３月期 187,621,615 株 経常収益
２．会計処理の方法の変更

該当ありません。

(2) 配当状況

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配当金総額 配当性向 株主資本

中 間 期 末 （ 年 間 ） 配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
平成11年３月期 ５ ００ ２ ５０ ２ ５０ ９３８ ７７．３ １．２
平成10年３月期 ５ ００ ２ ５０ ２ ５０ ９３８ ６４．９ １．２

（注）平成１１年３月期末配当金の内訳：記念配当 円 銭、特別配当 円 銭

(3) 財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 自己資本比率
（国内基準）

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％
平成11年３月期 ２，１１６，６１４ ７７，７８７ ３．７ ４１４ ６０ （速報値） ９．２９
平成10年３月期 ２，０６１，６８３ ７７，５５０ ３．８ ４１３ ３３ ９．６６

（注） 平成11年3月期 187,621,615 株
１．期末発行済株式数
（額面株式、１単位の株式数 1,000株） 平成10年3月期 187,621,615 株

２．有価証券の評価損益 2,057 百万円

３．デリバティブ取引の評価損益 △ 554 百万円

４．連結自己資本比率は、９．３７％（速報値）であります。

２．平成１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

１株当たり年間配当金
経 常 収 益 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
中 間 期 ２８，４００ ２，１００ １，１００ ２ ５０
通 期 ５５，８００ ５，４００ ３，０００ ２ ５０ ５ ００

（参考) １株当たり予想当期純利益（通期） １５円 ９９銭
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（決算短信資料） 平成１１年５月２６日

第９１期（平成１１年３月期）決算の概況

株式会社 青 森 銀 行

１．決算状況

（１）主要勘定

イ．預金は、より利便性の高い商品・サービスの開発等を通じて、積極的な営業活動を展開してまいりました結果、

期中５４４億円（２．９％）増加し、期末残高は１兆９，０９９億円となりました。

ロ．貸出金は、地元企業取引および個人向け融資の拡充をはかるとともに、地方公共団体向けの資金需要にも積極

的に応じました結果、期中３８３億円（２．７％）増加し、期末残高は１兆４，４０８億円となりました。

ハ．有価証券は、運用資産の内容改善を図り、市場動向を注視して慎重に運用いたしました結果、期中７８億円

（△１．８％）減少し、期末残高は４，１１８億円となりました。

（２）損益の状況

当期は、依然厳しい収益環境のもと、資金の効率的運用と経費の節減に努め、決算経理基準に基づく諸償却や

引当を行いました結果、経常利益は１３億５千７百万円、当期純利益は１２億１千３百万円を計上することがで

きました。

２．次期（平成１１．４．１～１２．３．３１）の業績予想

収益環境は一段と厳しさを増すものと予想されますが、資金の拡大とその効率化に努め、表記の業績を見込んで

おります。
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株 式 会 社 青 森 銀 行

第９１期末（平成１１年３月３１日現在）貸借対照表

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 111,895 預 金 1,909,946

現 金 30,143 当 座 預 金 55,298

預 け 金 81,752 普 通 預 金 486,238

コ ー ル ロ ー ン 67,567 貯 蓄 預 金 53,863

買 入 金 銭 債 権 125 通 知 預 金 20,819

商 品 有 価 証 券 250 定 期 預 金 1,207,685

商 品 国 債 250 定 期 積 金 17,446

金 銭 の 信 託 2,984 そ の 他 の 預 金 68,593

有 価 証 券 411,898 譲 渡 性 預 金 4,650

国 債 141,837 コ ー ル マ ネ ー 1,446

地 方 債 78,462 借 用 金 20,737

社 債 106,697 借 入 金 20,737

株 式 29,820 外 国 為 替 14

そ の 他 の 証 券 38,381 売 渡 外 国 為 替 14

貸 付 有 価 証 券 16,699 そ の 他 負 債 25,680

貸 出 金 1,440,874 未 決 済 為 替 借 81

割 引 手 形 26,837 未 払 法 人 税 等 129

手 形 貸 付 268,427 未 払 費 用 5,359

証 書 貸 付 875,406 前 受 収 益 1,170

当 座 貸 越 270,204 従 業 員 預 り 金 1,272

外 国 為 替 605 給 付 補 て ん 備 金 42

外 国 他 店 預 け 588 そ の 他 の 負 債 17,624

買 入 外 国 為 替 11 貸 倒 引 当 金 28,353

取 立 外 国 為 替 5 退 職 給 与 引 当 金 5,784

そ の 他 資 産 15,532 債権売却損失引当金 292

未 決 済 為 替 貸 2 支 払 承 諾 41,919

前 払 費 用 182 負 債 の 部 合 計 2,038,826

未 収 収 益 5,507

先物取引差入証拠金 52 （ 資 本 の 部 ）

そ の 他 の 資 産 9,786 資 本 金 15,221

動 産 不 動 産 22,960 法 定 準 備 金 12,843

土 地 建 物 動 産 21,875 資 本 準 備 金 8,575

建 設 仮 払 金 25 利 益 準 備 金 4,268

保 証 金 権 利 金 1,059 剰 余 金 49,722

支 払 承 諾 見 返 41,919 任 意 積 立 金 48,300

別 途 積 立 金 48,300

当 期 未 処 分 利 益 1,422

当 期 利 益 1,213

資 本 の 部 合 計 77,787

資 産 の 部 合 計 2,116,614 負債及び資本の部合計 2,116,614
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注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．取引所の相場のある商品有価証券の評価は移動平均法による低価法（洗替え方式）により行ってお

ります。なお、低価法の適用に当たっては、従来、切り放し方式によっておりましたが、平成１０年

度の法人税法の改正に伴い、当期から洗替え方式に変更しました。この変更による影響はありません。

また、上記以外の商品有価証券の評価は移動平均法による原価法により行っております。

３．取引所の相場のある有価証券のうち、転換社債及び株式（各々外国証券を含む）の評価は移動平均

法による低価法（洗替え方式）により行っております。なお、低価法の適用に当たっては、従来、切

り放し方式によっておりましたが、平成１０年度の法人税法の改正に伴い、当期から洗替え方式に変

更しました。この変更による影響はありません。

また、上記以外の有価証券の評価は移動平均法による原価法により行っております。なお、有価証

券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価

についても同じ方法により行っております。

４．動産不動産は、全国銀行協会（旧名称：全国銀行協会連合会、以下同じ。）の定める銀行業におけ

る決算経理基準に基づきそれぞれ次のとおり償却しております。

建 物 定率法を採用し、税法基準の償却率による。

ただし、平成１０年度の法人税法の改正に伴い平成１０年４月１日以後に取得した

建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用し、税法基準の償却率による。

動 産 定率法を採用し、税法基準の償却率による。

その他 税法の定める方法による。

なお、建物の減価償却の方法は、法人税法施行令第４８条第１項の改正に伴い、平成１０年４月１

日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用しております。これに伴い、

前期と同一の方法によった場合に比べ、経常利益及び税引前当期利益はそれぞれ２百万円増加してお

ります。また、建物の耐用年数については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正による法

定耐用年数の短縮に伴い、建物の耐用年数を税法基準に合わせて改定しております。これに伴い、前

期と同一の耐用年数によった場合に比べ、経常利益及び税引前当期利益はそれぞれ４７百万円減少し

ております。

また、動産不動産の取得価額基準は、従来２０万円でありましたが、平成１０年度の法人税法の改

正に伴い、当期から１０万円に変更しております。なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資

産については、３年間で均等償却する方法を採用しております。この変更に伴い、前期と同一の基準

によった場合に比べ、経常利益及び税引前当期利益はそれぞれ２１百万円増加しております。

５．外貨建の資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

６．貸倒引当金は、全国銀行協会の定める銀行業における決算経理基準に基づき、予め定めている償却

・引当基準により、次のとおり行っております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関

する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び

要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸

倒実績から算出した貸倒実績率に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権につい

ては、債権額から担保及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引

き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の

処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から

独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っており

ます。
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７．退職給与引当金は、全国銀行協会の定める銀行業における決算経理基準に基づき、自己都合退職に

よる期末要支給額に相当する額を引当てております。

８．債権売却損失引当金は、㈱共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将

来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を引き当てております。

なお、当該引当金は商法第２８７条ノ２に定める引当金であります。

９．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

10．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に係る控除

対象外消費税等は当期の費用に計上しております。

11．株式には自己株式２百万円が含まれております。なお、商法第２１０条ノ２第２項第３号に定める

自己株式はありません。

12．子 会 社 の 株 式 総 額 ５１百万円

13．子会社に対する金銭債権総額 ６９３百万円

14．子会社に対する金銭債務総額 ２１７百万円

15．動産不動産の減価償却累計額 ２１，８２８百万円

16．動産不動産の圧縮記帳額 １，４２３百万円

17．貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部については、リース契約により使用し

ております。

18．貸出金のうち、破綻先債権額は１０，１９４百万円、延滞債権額は２３，２５９百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０

年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由

が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

19．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は２，４５７百万円であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延して

いる貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

20．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２５，１０５百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破

綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

21. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

６１，０１５百万円であります。

22. 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

２０，０００百万円が含まれております。

23. １株当たりの当期利益 ６円４６銭
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株式会社 青森銀行

平成１０年４月 １日から
第９１期 損益計算書

平成１１年３月３１日まで

（単位：百万円）

科 目 金 額

経 常 収 益 ６７，２２５

資 金 運 用 収 益 ４９，９０１

貸 出 金 利 息 ３４，７２１

有 価 証 券 利 息 配 当 金 １３，９６５

コ ー ル ロ ー ン 利 息 １５３

買 入 手 形 利 息 ６８

預 け 金 利 息 ６２８

金利スワップ受入利息 ３３

そ の 他 の 受 入 利 息 ３３０

役 務 取 引 等 収 益 ４，４１２

受 入 為 替 手 数 料 ２，２４６

そ の 他 の 役 務 収 益 ２，１６５

そ の 他 業 務 収 益 ６，４３１

外 国 為 替 売 買 益 １３１

商 品 有 価 証 券 売 買 益 ６

国 債 等 債 券 売 却 益 ６，２２５

国 債 等 債 券 償 還 益 ６７

そ の 他 経 常 収 益 ６，４７９

株 式 等 売 却 益 ５，７８７

金 銭 の 信 託 運 用 益 ４６

そ の 他 の 経 常 収 益 ６４５

経 常 費 用 ６５，８６８

資 金 調 達 費 用 ９，４７８

預 金 利 息 ７，９５２

譲 渡 性 預 金 利 息 １１

コ ー ル マ ネ ー 利 息 １０１

売 渡 手 形 利 息 ８

借 用 金 利 息 ５７７

金利スワップ支払利息 ６８１

そ の 他 の 支 払 利 息 １４５

役 務 取 引 等 費 用 １，８８０

支 払 為 替 手 数 料 ３９６

そ の 他 の 役 務 費 用 １，４８３

そ の 他 業 務 費 用 ２，９８７

国 債 等 債 券 売 却 損 ２１０

国 債 等 債 券 償 還 損 ２，７７６

営 業 経 費 ３３，８３６

そ の 他 経 常 費 用 １７，６８６

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １４，２０１

貸 出 金 償 却 １２１

株 式 等 売 却 損 １，０６０

株 式 等 償 却 １，６６９

金 銭 の 信 託 運 用 損 ３５

そ の 他 の 経 常 費 用 ５９７

経 常 利 益 １，３５７

－６－



（単位：百万円）

科 目 金 額

特 別 利 益 ２３１

動 産 不 動 産 処 分 益 ２２８

償 却 債 権 取 立 益 ２

特 別 損 失 ３０６

動 産 不 動 産 処 分 損 ３０６

税 引 前 当 期 利 益 １，２８１

法人税・住民税及び事業税 ６７

当 期 利 益 １，２１３

前 期 繰 越 利 益 ７７１

中 間 配 当 額 ４６９

利 益 準 備 金 積 立 額 ９３

当 期 未 処 分 利 益 １，４２２

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．その他の経常費用には、債権売却損失引当金繰入額２３１百万円を含んでおります。

３．子会社との取引による収益総額 ３１百万円

子会社との取引による費用総額 １，４１５百万円

４．事業税については、従来「その他経常費用」に計上しておりましたが、当期より「法人税・住民税及び事業税」

として計上しております。なお、当期は事業税が発生しておりませんので、経常利益、税引前当期利益に与える

影響はありません。

－７－



第 ９ １ 期 利 益 処 分 案

（単位：円）

科 目 金 額

当 期 未 処 分 利 益 1,422,676,253

利 益 処 分 額 799,441,302

利 益 準 備 金 100,000,000

配当金（１株につき２円50銭） 469,041,302

役 員 賞 与 金 30,400,000

（ う ち 取 締 役 賞 与 金 ） （ 26,950,000 ）

（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） （ 3,450,000 ）

任 意 積 立 金 200,000,000

別 途 積 立 金 200,000,000

次 期 繰 越 利 益 623,234,951

（注） 平成10年12月10日に 469,043,655円（１株につき２円50銭）の中間配当を実施しました。



(決算説明資料)

株式会社　青 森 銀 行
 　  　（単位:百万円）

平 成 10 年 度 末 平 成 9 年 度 末 比     較

111,895 81,461 30,434

67,567 75,079 △ 7,512

－ 5,000 △ 5,000

125 125 0

250 272 △ 22

2,984 3,000 △ 16

411,898 419,722 △ 7,824

1,440,874 1,402,489 38,385

605 188 417

15,532 11,490 4,042

22,960 19,709 3,251

41,919 43,144 △ 1,225

2,116,614 2,061,683 54,931

1,909,946 1,855,535 54,411

4,650 1,600 3,050

1,446 2,642 △ 1,196

－ 5,000 △ 5,000

20,737 18,674 2,063

14 19 △ 5

25,680 31,711 △ 6,031

28,353 19,917 8,436

5,784 5,826 △ 42

292 60 232

41,919 43,144 △ 1,225

2,038,826 1,984,133 54,693

15,221 15,221 0

12,843 12,648 195

49,722 49,680 42

48,300 47,800 500

1,422 1,880 △ 458

当 期 利 益 1,213 1,445 △ 232

77,787 77,550 237

2,116,614 2,061,683 54,931

 ( 資  産  の  部  )

      科         目

比較貸借対照表(主要内訳)

商 品 有 価 証 券

買 入 金 銭 債 権

買 入 手 形

コ ー ル ロ ー ン

現 金 預 け 金

そ の 他 資 産

外 国 為 替

貸 出 金

有 価 証 券

資 本 の 部 合 計

負債及び資本の部合計

法 定 準 備 金

剰 余 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 負 債

外 国 為 替

当 期 未 処 分 利 益

任 意 積 立 金

 ( 資  本  の  部  )

負 債 の 部 合 計

資 本 金

支 払 承 諾

債 権 売 却 損 失 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

金 銭 の 信 託

コ ー ル マ ネ ー

借 用 金

売 渡 手 形

譲 渡 性 預 金

預 金

 ( 負  債  の  部  )

資 産 の 部 合 計

支 払 承 諾 見 返

動 産 不 動 産

－9－



(決算説明資料)

 株式会社  青 森 銀 行
    (単位：百万円）

比      較

67,225 68,830 △ 1,605

 49,901   52,944  △ 3,043

( う ち 貸 出 金 利 息 )   ( 34,721 )   ( 34,353 )  ( 368 )

(う ち有価証券利息配当金)   ( 13,965 )   ( 17,278 )  ( △ 3,313 )

4,412 4,361 51

6,431 4,605 1,826

6,479 6,918 △ 439

65,868 62,480 3,388

9,478 11,686 △ 2,208

( う ち 預 金 利 息 )   ( 7,952 )   ( 9,541 )  ( △ 1,589 )

1,880 1,801 79

2,987 2,669 318

33,836 32,962 874

17,686 13,359 4,327

1,357 6,350 △ 4,993

231 1,311 △ 1,080

306 68 238

1,281 7,593 △ 6,312

67 6,148 △ 6,081

1,213 1,445 △ 232

771 997 △ 226

469 469 0

93 93 0

1,422 1,880 △ 458

平成１０年度 平 成 ９ 年 度

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

前 期 繰 越 利 益

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 配 当 額

利 益 準 備 金 積 立 額

当 期 未 処 分 利 益

比較損益計算書(主要内訳)

資 金 運 用 収 益

経 常 収 益

      科            目

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 利 益
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（決算説明資料）

比較利益処分案

株式会社 青 森 銀 行

（単位：百万円）

科 目 平成１０年度 平成９年度 比 較

当 期 未 処 分 利 益 1,422 1,880 △ 458

利 益 処 分 額 799 1,108 △ 309

利 益 準 備 金 100 101 △ 1

配 当 金 469 469 0

役 員 賞 与 金 30 38 △ 8

任 意 積 立 金 200 500 △ 300

別 途 積 立 金 200 500 △ 300

次 期 繰 越 利 益 623 771 △ 148

－１１－



（決算説明資料）

株式会社 青 森 銀 行

１．業 務 粗利 益 （単位：百万円）

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 比 較

（１）国 内 業 務 粗 利 益 ４５，６６５ ４４，９２３ ７４２

（同業務粗利益率） （ ２．３９ ％） （ ２．４５ ％） （ △ ０．０６ ％)

（２）国 際 業 務 粗 利 益 ７４６ ８４６ △ １００

（同業務粗利益率） （ ０．５５ ％） （ ０．７０ ％） （ △ ０．１５ ％)

（３）業 務 粗 利 益 合 計 ４６，４１２ ４５，７６９ ６４３

（４）業 務 純 益 １０，４１０ １４，７５９ △ ４，３４９

２．利鞘（国内業務部門） （単位：％）

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 比 較

（１）資金運用利回（Ａ） ２．４９ ２．７０ △ ０．２１

（イ）貸 出 金 利 回 ２．５９ ２．７１ △ ０．１２

（ロ）有 価 証 券 利 回 ３．０７ ３．６０ △ ０．５３

（２）資金調達原価（Ｂ） ２．２３ ２．３３ △ ０．１０

（イ）預 金 等 利 回 ０．３６ ０．４２ △ ０．０６

（ロ）外 部 負 債 利 回 ２．７０ ３．０１ △ ０．３１

（３）総資金利鞘（Ａ）－（Ｂ） ０．２６ ０．３７ △ ０．１１

３．配当政策

当行は、銀行としての公共的使命を全うするため、長期にわたり安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、配

当についても安定的な配当の継続を維持することを基本方針としております。

当期の期末配当金につきましては以上の方針に基づき、前期同様に１株当たり５円（うち中間配当金２円５０銭）

の配当を予定しております。この結果、当期の配当性向は７７．３％、株主資本当期純利益率は１．６％、株主資

本配当率は１．２％となります。

今後の銀行を取り巻く経営環境は一層厳しくなるものと予想されますが、公共的使命を全うすべく、内部留保資

金の充実により経営体質の強化を図り、安定した配当を行って参りたいと考えます。

－１２－



（決算説明資料）

株式会社 青 森 銀 行

４．コンピュータ西暦2000年問題への対応について

(1) 取組み方針

当行は、西暦2000年問題を経営上の最重要課題の一つとして認識しており、専務取締役を統括責任者とする「西

暦2000年問題対策委員会」および、その下部組織としての「西暦2000年問題対策部会」を発足させ、全行的に対応

を進めています。

(2) 取組み体制

当行では、1997年１月より全ての自行システム、マイクロコンピュータ搭載機器類および当行関連会社の全シス

テムについて西暦2000年問題に関する影響度調査を開始いたしました。以来、総合企画部を統括部署として取組を

進めてまいりましたが、1999年１月に上記委員会および部会を発足させ対応体制を一層強化しております。

(3) 対応の進捗状況

当行のコンピュータシステムのうち重要なシステムは、勘定系、情報系、対外接続系、証券系、国際系の５つに

分けられますが、これら重要なシステムについては本問題への対応を終了いたしました。対外接続テストについて

も積極的に参加しており、今後も必要に応じて参加してまいります。なお、接続テストの結果、現在のところ特に

問題は発生しておりません。

上記以外のシステム、マイクロチップ搭載機器、関連会社の各システムについても計画に沿って作業を進めてお

り、1999年６月末までに全ての対応を終了させる予定です。

また、各種リスク軽減策についても、計画に沿って着実に対策を進めています。

(4) 対応のための支出金額

西暦2000年問題への対応を、新システムを構築するなかで行っているため、本問題への対応費用だけを切り出す

ことは不可能です。なお、新システム構築に関わる総費用は約２７億円で、この内約２５億円が既に支出済みであ

り、今後の支出予定は約２億円となっています。

(5) コンティンジェンシープラン

金融サービスの提供が通常通りできなくなる事態や、評判リスク・流動性リスク等の各種リスクが顕在化すると

いった事態が万が一発生した場合に備え、コンティンジェンシープラン（危機管理計画）を策定しています。1998

年12月にプランの骨子を策定し、1999年３月までに基本部分を策定いたしました。現在、個別業務のマニュアルの

検討を行っており、６月までに全体の計画が出来上がる予定です。

(6) その他

当行は、西暦2000年問題に対して最善の努力を行っておりますが、外部インフラ・金融インフラの影響や、ネッ

トワークを通じた外部からの影響を受ける可能性をすべて排除することはできません。したがって、当行において

もこれらの影響を受けること等により、障害発生の可能性が一切ないとはいえませんが、万が一の事態を想定した

上記コンティンジェンシープランを策定し、リスクを極小化する方向で対応することとしております。

－１３－



（決算説明資料）

株式会社 青森銀行

５．貸倒引当金 （単位：百万円）

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 比 較

（１）貸倒引当金残高の内訳
（イ）一般貸倒引当金 ４，５８１ ２，３３４ ２．２４７
（ロ）個別貸倒引当金 ２３，７７２ １７，５８３ ６，１８９
（ハ）特定海外債権引当勘定 － － －

（２）個別貸倒引当金
（イ）繰入額 ２３，１４２ １０，８４７ １２，２９５
（ロ）取崩額 １１，１８８ １，８４５ ９，３４３
〔目的使用による取崩額を除く〕
（ハ）純繰入額 １１，９５４ ９，００２ ２，９５２

（３）特定海外債権引当勘定
（イ）対象国数 － カ国 － カ国 － カ国
（ロ）債権額 － － －
（ハ）繰入額 － － －
（ニ）取崩額 － － －

（４）貸出金償却 １２１ ８６ ３５

６．有価証券等 （単位：百万円）

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 比 較

（１）商品有価証券
（イ）期中売買高 ４，３４５億円 ２９，６５３億円 △ ２５，３０８億円
（ロ）売買益等 ６ ３６ △ ３０

（２）国債等債券損益
（イ）売却益 ６，２２５ ４，４１４ １，８１１
（ロ）償還益 ６７ ８９ △ ２２
（ハ）売却損 ２１０ １２３ ８７
（ニ）償還損 ２，７７６ ２，５４５ ２３１
（ホ）償 却 － － －
（ヘ）５勘定尻 ３，３０５ １，８３５ １，４７０

（３）株式等損益
（イ）売却益 ５，７８７ ６，４１３ △ ６２６
（ロ）売却損 １，０６０ ２２０ ８４０
（ハ）償 却 １，６６９ ３，８３５ △ ２，１６６
（ニ）３勘定尻 ３，０５７ ２，３５７ ７００

（４）有価証券の含み損益
上場有価証券 ２，０５７ １４，０３３ △ １１，９７６
（うち株式） （ ２，２５０） （ ８，７２２） （ △ ６，４７２）

（５）デリバティブ取引の含み損益 △ ５５４ △ １，０３８ ４８４

－１４－



（決算説明資料）

株式会社 青森銀行

７．自己資本比率（国内基準） （単位：百万円）

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 比 較

［速報値］

（１）自己資本比率 ９．２９ ％ ９．６６ ％ △ ０．３７ ％

（２）Ｔｉｅｒ Ⅰ ７７，２８５ ８６，７２５ △ ９，４４０

（３）Ｔｉｅｒ Ⅱ １５，５８１ １３，９３４ １，６４７

うち劣後ローン残高 １１，０００ １１，６００ △ ６００

（４）リスクアセット ９８８，２５３ １，０３１，００７ △ ４２，７５４

８．貸出金 （単位：百万円）

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 比 較

（１）消費者ローン残高 ２０７，９４４ １８９，２６４ １８，６８０

（イ）住宅ローン残高 １４６，７６０ １２８，１０８ １８，６５２

（ロ）その他ローン残高 ６１，１８４ ６１，１５６ ２８

（２）中小企業等貸出比率（末残） ６３．０４ ％ ６０．８６ ％ ２．１８ ％

（３）不動産業向貸出残高 ９５，４１１ ８９，８２１ ５，５９０

（４）破綻先債権額 １０，１９４ １４，１５５ △ ３，９６１

（貸出金残高に占める比率） （ ０．７０％） （ １．００％） （ △ ０．３０％）

延滞債権額 ２３，２５９ ５，０１１ １８，２４８

（貸出金残高に占める比率） （ １．６１％） （ ０．３５％） （ １．２６％）

（５）３カ月以上延滞債権額 ２，４５７ １４，５６３ △ １２，１０６

（貸出金残高に占める比率） （ ０．１７％） （ １．０３％） （ △ ０．８６％）

（６）貸出条件緩和債権額 ２５，１０５ ４，６１８ ２０，４８７

（貸出金残高に占める比率） （ １．７４％） （ ０．３２％） （ １．４２％）

９．その他 （単位：百万円）

平成１０年度 平 成 ９ 年 度 比 較

（１）役務取引等収益

（イ）金額 ４，４１２ ４，３６１ ５１

（ロ）経常収益比 ６．５６ ％ ６．３３ ％ ０．２３ ％

（２）外国為替取扱高 ２，０３４百万㌦ ２，９８９百万㌦ △ ９５５百万㌦

（３）外国為替売買益 １３１ ６４ ６７
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（参考情報）

１．リスク管理債権
（単位：百万円）

平 成 １ ０ 年 度 平 成 ９ 年 度 比 較

破 綻 先 債 権 １０，１９４ １４，１５５ △ ３，９６１
延 滞 債 権 ２３，２５９ ５，０１１ １８，２４８
３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 ２，４５７ １４，５６３ △ １２，１０６
貸 出 条 件 緩 和 債 権 ２５，１０５ ４，６１８ ２０，４８７

合 計 (Ａ) ６１，０１５ ３８，３４８ ２２，６６７
(貸出金残高に占める比率) ( ４．２３％) ( ２．７３％) （ １．５０％）

貸 倒 引 当 金 残 高(Ｂ) ２８，３５３ １９，９１７ ８，４３６
(う ち 個 別 貸 倒 引 当 金) ( ２３，７７２ ) ( １７，５８３) （ ６，１８９ )

担保等による保全額(Ｃ) ３５，２１７ １６，１０５ １９，１１２

{(Ｂ)＋(Ｃ)}÷ (Ａ)％ １０４．２％ ９３．９％ １０．３％

２．金融機能再生緊急措置法に基づく資産内容の開示

（単位：百万円）

平 成 １ ０ 年 度 償 却 ・ 引 当 方 針

担 保 ・ 保 証 等 で 保 全 さ れ て い な い
破 産 更 生 等 債 権 ３０，５７７

部 分 に 対 し て １ ０ ０ ％ 償 却 ・ 引 当

担 保 ・ 保 証 等 で 保 全 さ れ て い な い
危 険 債 権 １４，２０７

部 分 に 対 し て ７ ０ ％ 以 上 を 引 当

要 管 理 債 権 ２４，９６６ 今 後 ３ 年 間 の 予 想 損 失 額

正 常 債 権 １，４３８，２６９ 今 後 １ 年 間 の 予 想 損 失 額
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（ 添 付 資 料 ） 株式会社 青 森 銀 行

１．有価証券の時価等

(金額単位 ：百万円)

期 別 第９１期(平成１１年３月３１日現在) 第９０期(平成１０年３月３１日現在)

貸借対照 時 価 評価損益 貸借対照 時 価 評価損益
表 価 額 表 価 額

種 類 う ち評価益 う ち評価損 う ち評価益 う ち評価損

商品有価証券

債 券

有 価 証 券

債 券 1 1 0 ,4 3 4 1 1 0 ,5 7 7 1 4 2 1 ,9 4 5 1 ,8 0 2 7 1 ,7 0 0 7 6 ,2 4 9 4 ,5 4 8 4 ,5 4 8 0

株 式 2 7 ,4 9 5 2 9 ,7 4 6 2 ,2 5 0 2 ,2 6 5 1 5 3 9 ,3 5 4 4 8 ,0 7 6 8 ,7 2 2 8 ,7 5 9 3 7

そ の 他 3 2 ,5 2 7 3 2 ,1 9 2 △ 3 3 5 5 6 8 9 0 4 3 9 ,7 4 9 4 0 ,5 1 2 7 6 2 1 ,1 9 6 4 3 3

小 計 1 7 0 ,4 5 7 1 7 2 ,5 1 5 2 ,0 5 7 4 ,7 7 9 2 ,7 2 1 1 5 0 ,8 0 5 1 6 4 ,8 3 8 1 4 ,0 3 3 1 4 ,5 0 4 4 7 1

合 計 1 7 0 ,4 5 7 1 7 2 ,5 1 5 2 ,0 5 7 4 ,7 7 9 2 ,7 2 1 1 5 0 ,8 0 5 1 6 4 ,8 3 8 1 4 ,0 3 3 1 4 ,5 0 4 4 7 1

（注）１．本表記載の商品有価証券及び有価証券は、上場有価証券（債券は、国債、地方債、社債であります。）を対象
としております。なお、上場有価証券の時価は、主として東京証券取引所における最終価格によっております。
ただし、第９１期の上場債券の時価は、主として、東京証券取引所の最終価格又は日本証券業協会が発表する公
社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格によっております。
２．株式には自己株式を含めて表示しております。自己株式の評価損益は第９１期４２千円、第９０期１９５千円
であります。
３．非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものは、次のとおりであります。

(金額単位：百万円)

期 別 第９１期(平成１１年３月３１日現在) 第９０期(平成１０年３月３１日現在)

貸借対照 時 価 評価損益 貸借対照 時 価 評価損益
表 価 額 相 当 額 表 価 額 相 当 額

種 類 う ち評価益 う ち評価損 う ち評価益 う ち評価損

商品有価証券

債 券 1 9 1 1 9 1 0 0 0 1 5 9 1 5 9 0 0 0

有 価 証 券

債 券 1 0 0 ,9 2 8 1 0 2 ,0 9 4 1 ,1 6 6 2 ,0 5 0 8 8 3 1 2 4 ,5 7 7 1 2 7 ,2 0 2 2 ,6 2 5 3 ,1 5 0 5 2 5

株 式 7 1 3 4 7 8 △ 2 3 4 1 9 2 5 3 6 3 5 3 9 5 △ 2 3 9 4 1 2 8 1

そ の 他 3 ,9 2 3 3 ,2 5 5 △ 6 6 7 2 8 6 9 6 3 ,9 5 1 3 ,1 9 5 △ 7 5 5 7 7 6 2

小 計 1 0 5 ,5 6 5 1 0 5 ,8 2 9 2 6 4 2 ,0 9 8 1 ,8 3 4 1 2 9 ,1 6 3 1 3 0 ,7 9 3 1 ,6 3 0 3 ,1 9 9 1 ,5 6 9

合 計 1 0 5 ,7 5 6 1 0 6 ,0 2 1 2 6 4 2 ,0 9 9 1 ,8 3 4 1 2 9 ,3 2 3 1 3 0 ,9 5 3 1 ,6 3 0 3 ,1 9 9 1 ,5 6 9

非上場有価証券の時価相当額は、店頭売買有価証券については日本証券業協会が公表する売買価格等、公募
債券については日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づい
て計算した価格、証券投資信託の受益証券については基準価格によっております。
４．本表及び上記(注)３．記載の「債券」、「株式」、「その他」の区分は、貸借対照表科目に合わせております。
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５．時価情報開示対象有価証券から除いた有価証券の主なものの貸借対照表価額は、次のとおりであります。

(金額単位：百万円)

期 別 第 ９ １ 期 第 ９ ０ 期
種 類 (平成１１年３月３１日現在) (平成１０年３月３１日現在)

商品有価証券 公募債以外の内国非上場債券

残存償還期間１年以内の公募非上場債券 ５９ １１２

有価証券 公募債以外の内国非上場債券 ７５，１９１ ５２，６１７

残存償還期間１年以内の公募非上場債券 ４０，４４２ ６２，４５５

内 国 債 以 外 の 非 上 場 債 券 １８，１１０ ２２，４０１

非 上 場 の 関 係 会 社 株 式 ６２ ５１

非 上 場 の そ の 他 株 式 １，５４９ １，５８９

クローズド期間中の投資信託受益証券 ５００ ６２０

そ の 他 １８ １８

２．金銭の信託の時価等

(金額単位：百万円)

期 別 第９１期(平成１１年３月３１日現在) 第９０期(平成１０年３月３１日現在)

貸借対照 時 価 等 評価損益 貸借対照 時 価 等 評価損益
表価額 表価額

種 類 う ち評価益 う ち評価損 う ち評価益 う ち評価損

金 銭 の 信 託 ２，９８４ ２，９８３ △ １ １２ １４ ３，０００ ２，９９８ △ １ ２ ３

(注) 時価等の算定は、以下により金銭の信託の受託者が合理的に算出した価格によっております。
１．上場有価証券については、主として、東京証券取引所における最終価格又は日本証券業協会が発表する公社
債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格によっております。
２．店頭株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。
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（ 添 付 資 料 ） 株式会社 青 森 銀 行

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

取引の時価等に関する事項

（１）金利関連取引

（金額単位：百万円）

第９２期 (平成１２年３月３１日) 第９１期 (平成１１年３月３１日)
区
種 類

分 契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益
うち１年超 うち１年超

金 利 先 物
売 建 － － － － － － － －

取 買 建 － － － － － － － －
金 利 オ プ シ ョ ン
売 建
コ ー ル － － － － － － － －

引 ( － ) ( － )
プ ッ ト － － － － － － － －

( － ) ( － )
買 建

所 コ ー ル － － － － － － － －
( － ) ( － )

プ ッ ト － － － － － － － －
( － ) ( － )

金 利 先 渡 契 約
売 建 － － － － － － － －
買 建 － － － － － － － －
金 利 ス ワ ッ プ
受取固定・支払変動 － － － － － － － －
受取変動・支払固定 9，970 8，723 △ 524 △ 5 24

店 受取変動・支払変動 － － － － － － － －
受取固定・支払固定 － － － － － － － －

金 利 オ プ シ ョ ン
売 建 － － － － － － － －
コ ー ル ( － ) ( － )

－ － － － － － － －
プ ッ ト ( － ) ( － )

買 建 － － － － － － － －
コ ー ル ( － ) ( － )

頭 － － － － － － － －
プ ッ ト ( － ) ( － )

そ の 他 － － － － － － － －
売 建 ( － ) ( － )

－ － － － － － － －
買 建 ( － ) ( － )

合 計 △ 524

（注）１．時価の算定
取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等 にお ける最終の価格によっております。
店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。
２．（ ）内は貸借対照表に計上したオプション料であります。
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（２）通貨関連取引
（金額単位：百万円）

第９２期 (平成１２年３月３１日 ) 第９１期 (平成１１年３月３１日 )
区
種 類

分 契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益
うち１年超 うち１年超

店 通 貨 ス ワ ップ ５４８ ５１１ △ ２９ △ ２９
うち米 ド ル ５４８ ５１１ △ ２９ △ ２９
うち英 ポ ンド － － － － － － － －

頭 うちユ ー ロ － － － － － － － －
うちそ の 他 － － － － － － － －

（注）１．時 価 の 算 定
割引現在価値により算定しております。
２．先物為替予約、通貨オプション等につきましては、期末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上しておりますので
上記記載から除いております。
引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

(金額単位：百万円）

区 第 ９ ２ 期 第 ９ １ 期
(平成１２年３月３１日現在) (平成１１年３月３１日現在)

分 種 類
契 約 額 等 契 約 額 等

取 通 貨 先 物
売 建 － －
買 建 － －

通貨オプション
引 売 建
コ ー ル － －

( － ) ( － )
プ ッ ト － －

( － ) ( － )
所 買 建
コ ー ル － －

( － ) ( － )
プ ッ ト － －

( － ) ( － )

店 為 替 予 約
売 建 １７３
買 建 ８１
通貨オプション
売 建
コ ー ル － －

( － ) ( － )
プ ッ ト － －

( － ) ( － )
頭 買 建
コ ー ル － －

( － ) ( － )
プ ッ ト － －

( － ) ( － )
そ の 他
売 建 － －
買 建 － －

(注）（ ）内は貸借対照表に計上したオプション料であります。

（３）株式関連取引
該当事項ありません。

（４）債券関連取引
該当事項ありません。

（５）商品関連取引
該当事項ありません。
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役 員 の 異 動

新任取締役候補

か ふく よし さだ

加 福 善 貞 [現 東京支店長]

さわ むか い しょ う いち

沢 向 昇 一 [現 本店営業部長]

ふく しま てつ お

福 島 哲 男 [現 株式会社福島漁業代表取締役社長]

退任予定取締役

ひら いで みち お

平 出 道 雄 [現 常務取締役]

ほり かわ えいいちろう

堀 川 永一郎 [現 取締役融資部長]

あ べ ひろ し

阿 部 弘 [現 取締役]
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